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１ はじめに
刑事裁判に一般国民から選ばれた裁判員が参加する裁判員制度が平成
() 年５月に施行されて, 既に５年が経過した｡ 裁判員制度は,
国民の ｢健全な社会常識を反映させる
(１)
｣ ために, 事実認定ないし有罪・
無罪の判定の場面のみならず, 量刑の場面にも非法律家である裁判員が
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論 説
(１) 司法制度改革審議会 『司法制度改革審議会意見書―世紀の日本を支
える司法制度』 (年) 頁｡ なお, 『司法制度改革審議会意見書』 は,
司法制度改革審議会ホームページの ｢報告書｣ ページ 		
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関与するもので, わが国の刑事司法制度に大きな変化をもたらすものと
して, その施行前からさまざまな議論が行われた｡
量刑の場面においても, 裁判員が量刑判断に加わることにより, 裁判
員と裁判官とで構成される裁判体による裁判 (以下, ｢裁判員裁判｣ と
いう) による量刑が, 従来の裁判官だけで構成される裁判体による裁判
(以下, ｢裁判官裁判｣ という) に対して, 重罰化方向で変化するのか,
あるいは, その逆か, また, その変化はどの程度のものか, ということ
が盛んに議論された｡ そして, この変化の有無および程度を確認するた
めに, 裁判員制度施行後において, 最高裁判所は ｢裁判員制度の運用等
に関する有識者懇談会｣ (以下, ｢有識者懇談会｣ という) 等において,
裁判員裁判と裁判官裁判の量刑分布を公表してきた｡ すなわち, 第７回
有識者懇談会 (平成年４月日)
(２)
, 第回有識者懇談会 (平成年５
月日)
(３)
, 第回有識者懇談会 (平成年月５日)
(４)
, 第回有識者懇談
会 (平成年５月日)
(５)
のそれぞれにおける資料, 『裁判員裁判実施状
況の検証報告書
(６)
』 (平成年月｡ 以下, ｢検証報告書｣ という), およ
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
(２) 量刑分布については, 第７回有識者懇談会 資料６ ｢量刑分布等につい
て｣ 別紙１から｡ なお, 有識者懇談会の資料及び議事概要は, 最高裁
判所ホームページの ｢裁判員制度の運用等に関する有識者懇談会｣ ページ
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(３) 量刑分布については, 第回有識者懇談会 資料３ ｢特別資料１ (量刑
分布)｣ 別紙１から８｡
(４) 量刑分布については, 第回有識者懇談会 資料３ ｢特別資料１ (量刑
分布)｣ 別紙１から８｡
(５) 量刑分布については, 第回有識者懇談会 資料４ ｢特別資料２ (量刑
分布)｣ 別紙１から８｡
(６) 量刑分布については, 最高裁判所事務総局 『裁判員裁判実施状況の検証
報告書』 (年) 頁から"頁 (図表#$から#$)｡ なお, 『裁判員裁
判実施状況の検証報告書』 は, 裁判員制度ホームページの ｢裁判員制度の
実施状況について【データ】｣ ページ 	
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び, 第回有識者懇談会 (平成年月日)
(７)
の資料において, 裁判員
裁判と裁判官裁判の量刑分布を表すデータとグラフを公開した｡ そして,
検証報告書では, ｢殺人未遂, 傷害致死, 強姦致傷, 強制わいせつ致傷
及び強盗致傷の各罪で, 実刑のうち最も多い人数の刑期が, 重い方向へ
シフトしている｣ 一方で, ｢殺人既遂, 殺人未遂, 強盗致傷及び現住建
造物等放火については, 執行猶予に付される率が上昇している｣ として,
裁判員裁判では, 裁判官裁判に比べて, 重い方向 (重罰化傾向) と同時
に軽い方向 (寛刑化傾向) の両方の変化が見られると分析している
(８)
｡
裁判員裁判では, 一般市民によって裁判官とは異なる視点からの意見
が反映されることを予定あるいは期待されている｡ そして, この限りで
は, 従来の裁判官裁判における量刑傾向
(９)
と, 裁判員裁判における量刑傾
向では, ある程度の相違が予定されているといえる｡ もちろん, その相
違の程度がどの程度であるべきか, 理論的な観点からの検討が必要であ
るが, その前提として裁判員裁判における量刑傾向について, 裁判官裁
判の量刑傾向と比べてどのような相違があるのかを明らかにする必要が
ある｡ そこで本稿では, 第１に, 最高裁判所によるもっとも新しい第
回有識者懇談会資料に基づいて, 裁判員裁判と裁判官裁判の量刑傾向の
相違を検討
()
する｡ そして, 第２に, 上述の各資料が捕捉する期間を二つ
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(７) 量刑分布については, 第回有識者懇談会 資料２ ｢制度施行後５年の
裁判員裁判の実施状況について｣ 図表	から	
｡
(８) 前掲注 (６) 『裁判員裁判実施状況の検証報告書』 頁｡
(９) 量刑傾向という言葉は, 原田國男 『裁判員裁判と量刑法』 (年) 

頁以下 (初出, ｢量刑をめぐる諸問題―裁判員裁判の実施を迎えて｣ 判例
タイムズ号 (年) 頁以下所収) において, 量刑相場という言葉
の持つ拘束力を有するようなニュアンスを払拭する意図で用いられたこと
を契機に, 現在では一般的に用いられるようになったものである｡ なお,
司法研修所編 『量刑に関する国民と裁判官の意識についての研究―殺人
罪の事案を素材として』 (年) 頁も参照｡
() なお, 裁判員裁判と裁判官裁判の量刑傾向の相違について, 第回有識
者懇談会資料 (前掲注 (３)) にもとづく分析として, 原田・前掲注 (９)
の時期に分けて, 裁判員裁判の量刑傾向が時間的にどのような変化を見
せているのかを検討することとする
()
｡
２ 量刑データと分析の方法
() 量刑データの集計方法について
具体的な量刑分布の検討に先立ち, 有識者懇談会資料および検証報告
書によって公開された最高裁判所の集計による量刑分布を表すデータ
(以下, 量刑データという) について, 若干の補足的な解説を加えておく｡
まず, 集計期間について, 第７回有識者懇談会の資料においては, 裁
判員裁判については制度施行から平成年３月日まで, また, 裁判官
裁判については平成年４月１日から平成年３月日までの判決宣告
分が集計対象となっている｡ また, 第回有識者懇談会資料では, 裁判
員裁判について制度施行から平成年３月日まで, 裁判官裁判につい
て平成年４月１日から平成年３月日まで, 第回有識者懇談会資
料では, 裁判員裁判について制度施行から平成年８月日まで, 裁判
官裁判について平成年４月１日から平成年８月日まで, 第回有
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
『裁判員裁判と量刑法』頁以下, 日本裁判官ネットワーク ｢裁判員裁判
の量刑 (日本裁判官ネットワーク・シンポジウム (平成年７月２日開
催))｣ 判例時報号 (年) ９頁以下, 城下裕二 ｢裁判員裁判におけ
る量刑判断｣ 白取祐司編著 『刑事裁判における心理学･心理鑑定の可能性』
(年) 頁以下, 第回有識者懇談会資料 (前掲注 (４)) にもとづ
く分析として, 井上正仁 ｢国民の司法参加の意義・現状・課題―日韓意
見交換の第一歩として― (１)｣ 刑事法ジャーナル号 (年) 頁以
下, 第回有識者懇談会資料 (前掲注 (５)) にもとづく分析として, 酒
巻匡ほか ｢裁判員裁判の現状と課題 (特集 裁判員制度３年の軌跡と展望
―座談会)｣ 論究ジュリスト２号 (年) 頁以下, また, 検証報告書
(前掲注 (６)) にもとづく分析として, 原田國男 ｢裁判員裁判における量
刑傾向―見えてきた新しい姿｣ 慶應法学号 (年) 頁以下｡
() 有識者懇談会においても, 時間的な変化 (経年変化) を見ることの必要
性が指摘されている (第回有識者懇談会 (平成年月７日) 議事概要
６頁以下)｡
識者懇談会資料では, 裁判員裁判について制度施行から平成年３月
日まで, 裁判官裁判について平成年４月１日から平成年３月日ま
で, 検証報告書では, 裁判員裁判について制度施行から平成年５月
日まで, 裁判官裁判について平成年４月１日から平成年３月日ま
で, そして, 第回有識者懇談会資料では, 裁判員裁判について制度施
行から平成年５月日まで, 裁判官裁判について平成年４月１日か
ら平成年５月日までが集計期間となっている｡
一方, 集計の対象となる罪について, 第７回有識者懇談会資料では,
殺人, 殺人未遂, 傷害致死, 強姦致傷, 強制わいせつ致傷, 準強姦致傷,
集団強姦等致傷, 強盗致傷, 強盗致死, 強盗殺人, 強盗殺人未遂, 強盗
強姦, 強盗強姦未遂, 現住建造物等放火, 現住建造物等放火未遂, 危険
運転致死, 覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) のの罪について量刑
分布が示されている｡ しかし, これらの罪には, 強盗致死 (裁判員裁判
において合計４件, 裁判官裁判において合計件), 強盗殺人 (同様に,
５件および件), 危険運転致死 (同様に, ５件および件) のように
件数が少なく統計分析にはなじまないものが含まれている｡ このため,
第回有識者懇談会資料からは, 集計の対象をある程度の件数が計上さ
れる罪に絞り込み, 殺人既遂, 殺人未遂, 傷害致死, 強姦致傷, 強制わ
いせつ致傷, 強盗致傷, 現住建造物等放火, 覚せい剤取締法違反 (営利
目的輸入) の８つの罪について量刑分布が示されるようになった｡ そし
て, この８つの罪を対象とすることは, 検証報告書および第回有識者
懇談会資料まで維持されている (ただし, 検証報告書以降, ｢強姦致傷｣
は ｢(準) 強姦致傷｣, ｢強制わいせつ致傷｣ は ｢(準) 強制わいせつ致傷｣
となっている)｡
さらに, 量刑データとして計上された数値について, 第７回および第
回有識者懇談会資料では ｢件数｣ が計上されているのに対して, 検証
報告書および第回有識者懇談会資料では ｢人員｣ が計上されている
(なお, 第, 回の各有識者懇談会資料では, 当該資料において ｢件
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数｣ あるいは ｢人員｣ が明記されていない)｡
統計資料は, 特定の時点における状況を分析するために必要であると
同時に, 時間的に異なる複数の統計資料によって時間的な変化 (経年変
化) を分析するためにも有用な資料となる｡ このため, 集計対象や数値
の内容などの集計方法は可能な限り統一されるべきである｡ この意味で,
量刑データに関する最高裁判所の集計方法には, 裁判員制度施行の初期
段階における試行錯誤という事情があったとはいえ, 混乱があったとい
わざるを得ないであろう｡
() グラフの表示形式について
最高裁判所による量刑分布の集計方法に関する上記のような変遷に加
え, 量刑分布を表すグラフについても, 表示形式の変化が見られる｡ す
なわち, 第７回有識者懇談会資料においては, 図のように, 裁判員
裁判, 裁判官裁判ともにその ｢件数｣ を ｢棒グラフ｣ で表し, 各刑期区
分 (階級) ごとに両者の件数を並べて表示していた｡ それに対して, 第
回有識者懇談会資料では, 図のように, 裁判員裁判, 裁判官裁判
ともにその ｢件数割合｣ を ｢折れ線グラフ｣ で表すように変更され, 以
降はこの表示形式が踏襲されている (ただし, 検証報告書および第回
有識者懇談会資料 (図) では, ｢人員割合｣ が用いられている)｡
量刑分布のような度数分布グラフ (ヒストグラム) は, 棒グラフを用
いて表すのが通常であり, その意味で第７回有識者懇談会資料は通常の
表示形式にしたがったものである｡ しかし, 図のように棒グラフを
各刑期区分ごとに並べて表示すると, 裁判員裁判と裁判官裁判の量刑分
布を比較するには少々見にくい感が否めない｡ そこで, 裁判員裁判と裁
判官裁判双方の量刑分布を折れ線グラフで表し, さらに両者の件数 (あ
るいは人員) の多寡の相違を排除するために, 件数割合 (あるいは人員
割合) を用いたものが図および図である｡ 見やすさという観点
からは肯定的に評価することができ, この点については最高裁判所の工
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
夫が感じられる｡
もっとも, 量刑分布のような度数分布グラフは棒グラフを用いて表す
のが基本である｡ また, 後述 (４) のように, ３つ以上の量刑分布を比
較する場合には, すべてが折れ線グラフであると逆に見にくくなると思
われる｡ そこで, 本稿では, 従来の裁判官裁判における量刑傾向から新
制度の裁判員裁判における量刑傾向がどのように変わったのかという観
点から両者の量刑分布を比較するため, 図以下のグラフのように,
中京法学巻３・４号 (年) ()
図 1-1 第７回有識者懇談会資料６における量刑分布グラフ
(第７回有識者懇談会資料６ ｢量刑分布等について｣ 別紙１ (殺人) より)
図 1-2 第12回有識者懇談会資料３における量刑分布グラフ
(第12回有識者懇談会資料３ ｢特別資料１ (量刑分布)｣ 別紙１ (殺人既遂) より)
裁判官裁判の量刑分布を ｢棒グラフ｣, 裁判員裁判の量刑分布を ｢折れ
線グラフ｣ で表すことにする｡ 図は 図と同じデータをグラフ
化したものであるが, 棒グラフと折れ線グラフを組み合わせることで,
より見やすいグラフになるものと考える｡
() 量刑分布の時間的変化の検討方法について
本稿では, 裁判員裁判における量刑傾向の時間的変化を分析する (後
述４) ために, 裁判員制度の施行からデータ入手が可能な最新の時点
(平成年５月日) までの期間を２つに分ける｡ そこで, それぞれの
期間における量刑データが必要となるが, 有識者懇談会資料および検証
報告書における量刑データは, すべて制度施行からの ｢累積値｣ であり,
そのままでは制度施行以外の時点を始期とする期間, すなわち, 本稿の
場合では後半の期間における量刑分布は判明しない｡ このため, 必要な
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
図 1-3 第25回有識者懇談会資料２における量刑分布グラフ
(第25回有識者懇談会資料２ ｢制度施行後５年の裁判員裁判の実施状況について｣
図表52-1 量刑分布の比較 (殺人既遂) より)
量刑データを得るために, 次のような処理を行うこととする｡
まず, 有識者懇談会資料および検証報告書における量刑分布データの
うち, 集計の対象となる罪が一致すること, 数値がともに人員であるこ
と, および, 裁判員制度施行後５年間を３年と２年にほぼ分けることが
できることから, 検証報告書と第回有識者懇談会資料を用いることと
する｡ そして, 制度施行から平成年５月日まで期間 (以下, 期間前
半という) については, 検証報告書の (累積) データをそのまま用いる｡
一方, 平成年６月１日から平成年５月日までの期間 (以下, 期間
後半という) については, 第回有識者懇談会資料の (累積) データか
ら検証報告書の (累積) データを減じる (引き算をする) ことにより,
当該期間のデータを得ることとする｡ すなわち, 集計の対象となる罪の
各刑期区分 (階級) ごとに, 第回有識者懇談会資料による ｢制度施行
から平成年５月日まで｣ の累積値から検証報告書による ｢制度施行
からの平成年５月日まで｣ (期間前半) の数値を引くことで ｢平成
年６月１日から平成年５月日まで｣ (期間後半) の数値を得る
()
｡
そして, 以上のようにして得られた期間前半および期間後半の量刑デー
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 例えば, 殺人既遂において, ｢３年以下・執行猶予｣ の刑期区分では,
制度施行から平成年５月日までの人員が人 (検証報告書	頁, 図表

), 制度施行から平成年５月日までの人員が人 (第回有識者
懇談会資料２, 図表
) であるので, 平成年６月１日から平成年
５月日までの人員は, －＝(人) となる｡ また, すべての刑期区
分の合計は, 制度施行から平成年５月日までの人員が人 (検証報
告書	頁, 図表
), 制度施行から平成年５月日までの人員が	
人 (第回有識者懇談会資料２, 図表
) であるので, 平成年６月
１日から平成年５月日までの人員は, 	－＝(人) となる｡
したがって, 制度施行から平成年５月日までの殺人既遂における ｢３
年以下・執行猶予｣ の人員割合は, (÷)×＝	(％), 平成年
６月１日から平成年５月日までの殺人既遂における ｢３年以下・執行
猶予｣ の人員割合は (÷)×＝(％) となる｡ 以下同様に, ｢３
年以下・実刑｣ 以降の刑期区分, および, 殺人既遂以外の他の罪について,
各刑期区分ごとの人員割合を求めていくことになる｡
タにもとづいて, ２つの期間の量刑分布をグラフ化し, 第回有識者懇
談会資料にもとづく裁判官裁判の量刑分布と比較しながら, その変化を
検討することにする｡
３ 裁判員裁判および裁判官裁判における量刑傾向の比較
それでは, 第回有識者懇談会資料に基づいて, 平成年５月日時
点での裁判員裁判と裁判官裁判の量刑分布の比較を行うこととする｡ 第
回有識者懇談会資料に掲載された量刑データ
()
をグラフ化したものを,
図～図に示す｡ なお, グラフ中, 棒グラフは裁判官裁判の, 折
れ線グラフは裁判員裁判のそれぞれ人員割合 (％) を表す｡
() 殺人既遂
殺人既遂における量刑分布を, 図に示す｡ 図からは, 裁判員
裁判での人員割合は, 裁判官裁判に比べて, ｢３年以下・執行猶予｣,
｢３年以下・実刑｣ ともに大きく増加しており, したがって, 刑が軽く
なっていることがわかる｡ これに対して, 裁判員裁判では, 裁判官裁判
に比べて, ｢９年以下｣ から ｢年以下｣ の刑期区分で人員割合が減少
している一方で, ｢年以下｣ では大きく増加しており, したがって,
有期懲役の中間あたりでは刑が重くなっていると判断することができる｡
また, ｢	年以下｣ から上の刑期区分では, 若干の差異はあるものの,
それほど大きな差異は見受けられない｡ 全体としては, 裁判員裁判の量
刑分布は, 裁判官裁判に比べて, 下限方向への拡大と中間領域での上限
方向への移動が見受けられる｡ 以上のことから, 殺人既遂における裁判
員裁判では, 刑の下限側での寛刑化傾向, 有期刑の中間領域での重罰化
傾向が見られると判断することができよう｡
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
() 前掲注 (７)に掲載されたデータ｡
() 殺人未遂
殺人未遂における量刑分布を, 図に示す｡ 図からは, 裁判員
裁判での人員割合は, 裁判官裁判に比べて, ｢３年以下・執行猶予｣ で
増加しており, 寛刑化傾向が見られる｡ その一方で, 裁判員裁判では人
員割合が ｢５年以下｣ で減少, ｢９年以下｣ と ｢年以下｣ で若干で増
加しており, また, 実刑部分の最頻出部 (分布の山の頂点) も, 裁判官
裁判での ｢５年以下｣ から裁判員裁判では ｢７年以下｣ へと重い方向に
移動している｡ したがって, 殺人未遂における裁判員裁判では, 執行猶
予での寛刑化と実刑部分での重罰化の双方の傾向が見られると判断でき
る｡ さらに, 裁判官裁判では０人であった ｢年以下｣, ｢年以下｣ お
よび ｢年以下｣ の刑期区分に, 裁判員裁判ではそれぞれ１人ずつが計
上されており, 重罰化の傾向を看取することもできる｡ 今後の動向を,
注目すべきである｡
() 傷害致死
傷害致死における量刑分布を, 図に示す｡ 図からは, 裁判員
裁判での人員割合は, 裁判官裁判に比べて, ｢３年以下・執行猶予｣ に
おいて若干増加していることから, 多少の寛刑化傾向が見られる｡ その
一方で, 裁判員裁判では ｢５年以下｣ での大幅な減少に加えて, ｢９年以
下｣ での大幅な増加, さらには, ｢年以下｣ から ｢年以下｣ での増
加も見られる｡ また, 分布の最頻出部も, 裁判官裁判での ｢５年以下｣
から裁判員裁判では ｢７年以下｣ へと重い方向に移動している｡ さらに,
裁判官裁判では０人であった ｢年以下｣ および ｢年以下｣ の刑期区
分に, 裁判員裁判ではそれぞれ３人および１人が計上されている｡ したがっ
て, 傷害致死における裁判員裁判では, 執行猶予での寛刑化傾向が若干
確認できるものの, 全体としては重罰化傾向が見られると判断できる｡
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() (準) 強姦致傷
(準) 強姦致傷における量刑分布を, 図に示す｡ 図からは,
裁判員裁判での人員割合は, 裁判官裁判に比べて, ｢３年以下・執行猶
予｣ および ｢３年以下・実刑｣ で減少, さらに ｢５年以下｣ で大幅な減
少, その一方で, ｢７年以下｣ から ｢年以下｣ の広範囲で増加してい
る｡ また, 分布の最頻出部も, 裁判官裁判での ｢５年以下｣ から裁判員
裁判では ｢７年以下｣ へと重い方向に移動している｡ したがって, (準)
強姦致傷における裁判員裁判では, 明らかに重罰化傾向が見られると判
断できる｡
() (準) 強制わいせつ致傷
(準) 強制わいせつ致傷における量刑分布を, 図に示す｡ 図
からは, 裁判員裁判での人員割合は, 裁判官裁判に比べて, ｢３年以下・
執行猶予｣ および ｢３年以下・実刑｣ で減少, ｢５年以下｣ および ｢７
年以下｣ で増加している｡ また, 裁判官裁判では０人であった ｢年以
下｣, ｢年以下｣ および ｢年以下｣ の刑期区分に, 裁判員裁判ではそ
れぞれ３人, １人および１人が計上されている｡ さらに, ｢３年以下・
執行猶予｣ の次に割合が多かった刑期区分が, 裁判官裁判では ｢３年以
下・実刑｣ であるのに対して, 裁判員裁判では ｢５年以下｣ へと重い方
向に移動している｡ したがって, (準) 強制わいせつ致傷における裁判
員裁判では, 明らかに重罰化傾向が見られると判断できる｡
() 強盗致傷
強盗致傷における量刑分布を, 図に示す｡ 図からは, 裁判員
裁判での人員割合は, 裁判官裁判に比べて, ｢３年以下・執行猶予｣ お
よび ｢９年以下｣ で増加しており, ｢５年以下｣ では相当程度減少して
いる｡ また, 分布の最頻出部は, 裁判官裁判での ｢５年以下｣ から裁判
員裁判では ｢７年以下｣ へと重い方向に移動している｡ したがって, 強
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
盗致傷における裁判員裁判では, 執行猶予での寛刑化と実刑での重罰化
の双方の傾向が見られると判断できる｡
() 現住建造物等放火
現住建造物等放火における量刑分布を, 図に示す｡ 図からは,
裁判員裁判での人員割合は, 裁判官裁判に比べて, ｢３年以下・執行猶
予｣ では相当程度増加しており, ｢３年以下・実刑｣ および ｢７年以下｣
でも若干増加していると同時に, ｢５年以下｣ では相当程度減少し, ｢９
年以下｣ から ｢年以下｣ までの範囲でも減少している｡ また, 裁判官
裁判では, 分布の最頻出部が ｢５年以下｣, 次に多いのが ｢３年以下・
施行猶予｣ であるのに対して, 裁判員裁判では, 分布の最頻出部が ｢３
年以下・執行猶予｣, 次に多いのが ｢５年以下｣ となっている｡ したがっ
て, 現住建造物等放火における裁判員裁判では, 全体的に寛刑化傾向が
見られると判断できる｡
() 覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入)
覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) における量刑分布を, 図に
示す｡ 図からは, 裁判員裁判と裁判官裁判とで, 量刑分布に大きな
相違は見られない｡ ただし, 裁判員裁判における人員割合は, 裁判官裁
判に比べて, ｢５年以下｣ で減少, そして分布の最頻出部である ｢９年
以下｣ での増加が見られる｡ したがって, その限りで, 裁判員裁判では,
裁判官裁判に比べて量刑の幅が狭くなっているともいえる｡
() 小括
以上から, 平成年５月	日時点での裁判員裁判の量刑傾向について
は, 次のようにまとめることができる｡ まず, ①重罰化と寛刑化の双方
の傾向が見られるものとして, 殺人既遂, 殺人未遂および強盗致傷をあ
げることができる｡ これらについては, 裁判員裁判によって ｢量刑の幅
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が広がった｣ といってよい｡ 次に, ②重罰化傾向が見られるものとして,
(準) 強姦致傷, (準) 強制わいせつ致傷をあげることができる｡ これら
の罪については, 以前から重罰化傾向が指摘されており
()
, 裁判員裁判で
もこの傾向を維持しているものと思われる｡ また, ①と②の中間に位置
するもの, すなわち, 全体的な重罰化と若干の寛刑化の傾向が見られる
ものとして, 傷害致死をあげることができる｡ さらに, ③寛刑化傾向が
見られるものとして, 現住建造物等放火を, また, ④量刑傾向がほぼ一
致する, あるいは, 裁判員裁判によって量刑の幅が若干狭くなったもの
として, 覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) をあげることができる｡
④の覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) は, 他の７つの罪に比べて一
般市民からもっとも距離が遠い (犯罪に関係する事情についての知識や
経験が乏しい) 犯罪であるともいうことができ, 一般市民の感覚が量刑
に反映されるという裁判員裁判の特徴がもっとも出にくい罪の１つであ
ると思われる｡ このような覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) の性格
が, 裁判員裁判による量刑に前述のような影響を与えていると推測する
ことができる｡
もっとも, 以上の罪を全体としてみれば, 少なくとも平成年５月
日時点において, 裁判員裁判の量刑傾向は裁判官裁判のそれとそれほど
大きく乖離しているとはいえず, その相違は制度の趣旨の範囲内
()
である
と評価することができるであろう｡
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
() 木村光江 ｢刑法各則の罰則整備｣ ジュリスト号 (年) 頁以下｡
() 原田・前掲注 (９) 『裁判員裁判と量刑法』 頁, 原田・前掲 () ｢裁
判員裁判における量刑傾向｣ 	頁｡
図 量刑分布の比較 (殺人既遂)
図 量刑分布の比較 (殺人未遂)
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図 量刑分布の比較 (傷害致死)
図 量刑分布の比較 ((準) 強姦致傷)
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
図 量刑分布の比較 ((準) 強制わいせつ致傷)
図 量刑分布の比較 (強盗致傷)
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図 量刑分布の比較 (現住建造物等放火)
図 量刑分布の比較 (覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入))
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
４ 裁判員裁判における量刑傾向の時間的変化
次に, 裁判員制度施行から平成年５月までの期間を, 制度施行から平成
年５月日まで (期間前半), および, 平成年６月１日から平成年５月
日まで (期間後半) の２つの期間に分けて, 裁判官裁判の量刑分布 (平成年
４月１日から平成年５月日まで) と比べながら, 裁判員裁判における量刑
傾向の時間的変化を検討することにする｡ 検証報告書および第回有識者懇談
会資料から得られた量刑データ
()
を前述 (２()) にしたがって処理してグラフ化
したものを, 図～図	に示す｡ なお, グラフ中, 棒グラフは裁判官裁判,
折れ線グラフのうち点線は期間前半の裁判員裁判, また, 折れ線グラフのうち
実線は期間後半の裁判員裁判における人員割合 (％) を表す｡
() 殺人既遂
殺人既遂における量刑分布の変化を, 図に示す｡ 裁判員裁判での期間前
半と比べた人員割合の変化について, 図からは, 期間後半の人員割合は,
まず, ｢３年以下・執行猶予｣ で若干増加しており, 下限域での寛刑化傾向はさ
らに進んでいると判断できる｡ 次に, 期間後半の人員割合は, ｢年以下｣ およ
び ｢年以下｣ で減少して, ｢年以下｣ で大きく増加し, また, 分布の最頻出
部が期間前半での ｢年以下｣ から期間後半では ｢年以下｣ へと重い方向へ
移動している｡ したがって, ｢年以下｣ から下の刑期区分での重罰化傾向はさ
らに進んでいると判断できる｡ しかし, その一方で, 期間後半の人員割合が,
｢
年以下｣ から ｢年以下｣ の範囲で減少しており, この刑期区分での重罰化
傾向は後退あるいは消滅して裁判官裁判の傾向に戻る方向にあることもわかる｡
ただし, ｢
年以下｣ および ｢年以下｣ で期間後半の人員割合は増加しており,
有期刑の上限 (年) 付近での重罰化傾向も見られようになっている｡ このよ
うに, 殺人既遂においては, 重罰化と寛刑化の双方の傾向が見られると同時に,
それぞれの傾向がさらに進んでいるものと逆に後退しているものとが混在して
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() 前掲注 (６)および (７)に掲載されたデータ｡
おり, 量刑傾向は複雑に推移していると判断できる｡
() 殺人未遂
殺人未遂における量刑分布の変化を, 図に示す｡ 裁判員裁判での期間前
半と比べた人員割合の変化について, 図からは, 期間後半の人員割合は,
｢３年以下・執行猶予｣ で増加していることから, 執行猶予での寛刑化傾向はさ
らに進んでいると判断できる｡ その一方で, 期間後半の人員割合は, ｢５年以下｣
および ｢７年以下｣ で減少, ｢年以下｣ では若干増加しているものの, さらに
｢年以下｣ で減少しており, また, 期間前半では実刑部分の分布の最頻出部で
ある ｢７年以下｣ と次に多い ｢５年以下｣ の人員割合の差がはっきりと出てい
たが, 期間後半では ｢７年以下｣ と ｢５年以下｣ とで大きな差がなくなってお
り, 実刑部分での重罰化傾向は後退していると判断できる｡ したがって, 殺人
未遂における裁判員裁判では, 期間前半では寛刑化と重罰化の双方の傾向が見
られたものの, 期間後半では全体として寛刑化の方向に動いているように思わ
れる｡
() 傷害致死
傷害致死における量刑分布の変化を, 図に示す｡ 裁判員裁判での期間前
半と比べた人員割合の変化について, 図からは, 期間後半の人員割合は,
｢３年以下・執行猶予｣ で増加していることから, 執行猶予での寛刑化傾向がよ
り明確になったと判断できる｡ その一方で, 期間後半の人員割合は, ｢７年以下｣
で減少, ｢９年以下｣ では増加し, また, 分布の最頻出部が期間前半での ｢７年
以下｣ から期間後半では ｢９年以下｣ へと重い方向に移動しており, 実刑部分
での重罰化傾向はさらに進んでいると判断できる｡ したがって, 傷害致死おけ
る裁判員裁判では, 寛刑化と重罰化の双方の傾向がさらに進んで, 量刑の幅が
より広がっていると判断できる｡
() (準) 強姦致傷
(準) 強姦致傷における量刑分布の変化を, 図に示す｡ 裁判員裁判での
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期間前半と比べた人員割合の変化について, 図からは, 期間後半の人員割
合は, ｢３年以下・執行猶予｣, ｢５年以下｣, ｢７年以下｣ および ｢９年以下｣ で
減少し, その一方で, ｢年以下｣, ｢年以下｣ および ｢年以下｣ で増加して
いる｡ また, 期間前半では０人であった ｢年以下｣ に, 期間後半では３人が
計上されている｡ したがって, (準) 強姦致傷における裁判員裁判では, 重罰化
傾向はさらに進んでいると判断できる｡
() (準) 強制わいせつ致傷
(準) 強制わいせつ致傷における量刑分布の変化を, 図に示す｡ 裁判員
裁判での期間前半と比べた人員割合の変化について, 図からは, 期間後半
の人員割合は, ｢３年以下・執行猶予｣ で若干増加し, ｢７年以下｣ および ｢９
年以下｣ で若干減少している｡ したがって, (準) 強制わいせつ致傷における裁
判員裁判では, ((準) 強姦致傷におけるそれとは異なり,) 重罰化が後退して従
来の裁判官裁判の傾向へ戻る方向の動き, すなわち, ｢揺り戻し｣ といえる現象
が生じていると判断できる｡
() 強盗致傷
強盗致傷における量刑分布の変化を, 図に示す｡ 裁判員裁判での期間前
半と比べた人員割合の変化について, 図からは, 期間後半の人員割合は,
｢３年以下・執行猶予｣ で減少したものの, その他の刑期区分においては, 期間
前半と期間前半とでほぼ同じ分布を示している｡ したがって, 強盗致傷におけ
る裁判員裁判では, 執行猶予において寛刑化傾向がやや後退したものの, 実刑
部分での量刑分布に大きな変化はないと判断できる｡
() 現住建造物等放火
現住建造物等放火における量刑分布の変化を, 図に示す｡ 裁判員裁判で
の期間前半と比べた人員割合の変化について, 図からは, 期間後半の人員
割合は, ｢３年以下・執行猶予｣ で増加し, ｢３年以下・実刑｣ および ｢９年以
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下｣ で減少している｡ したがって, 現住建造物等放火における裁判員裁判では,
寛刑化傾向はさらに進んでいると判断できる｡ もっとも, 期間前半では０人で
あった ｢年以下｣, ｢年以下｣, ｢年以下｣ および ｢無期懲役｣ に, 期間後
半ではそれぞれ１人ずつが計上されている｡ これが重罰化傾向へと進展してい
くのか, 今後の状況が注目される｡
() 覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入)
覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) における量刑分布の変化を, 図に
示す｡ 裁判員裁判での期間前半と比べた人員割合の変化について, 図から
は, 分布の最頻出部に変化は見られないものの, 期間後半の人員割合は, 期間
前半に比べて, ｢７年以下｣ で減少し, ｢年以下｣ で増加している｡ したがっ
て, 覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) における裁判員裁判では, 期間後半
において若干の重罰化傾向が見られるようになったと判断できる｡
() 小括
以上から, 期間前半 (制度施行から平成年５月日まで) と期間後半 (平
成年６月１日から平成	年５月日まで) での裁判員裁判の量刑傾向の変化
については, 次のようにまとめることができる｡ まず, ①重罰化およびは寛刑
化の双方の傾向が期間後半でより進んだものとして, 殺人既遂および傷害致死
をあげることができる｡ 傷害致死においては, 執行猶予での寛刑化傾向および
実刑部分での重罰化傾向のいずれもが期間後半においてさらに進み, 量刑の幅
はより広がっているといえる｡ 殺人既遂においても, 執行猶予での寛刑化傾向
および実刑部分での重罰化傾向はさらに進んでいるが, 有期刑の実刑部分の分
布を見ると, 期間前半では ｢７年以下｣, ｢年以下｣ および ｢
年以下｣ の３
つの頂点があったものが, 期間後半では, ｢７年以下｣ と ｢年以下｣ の２つの
頂点に減少し, かつ, ｢年以下｣ を最頻出部とした分布の山が形成されるよう
になっており, ｢９年以下｣ から ｢年以下｣ の刑期区分については量刑の広が
りは縮小される傾向にあるといえる｡ 次に, ②重罰化あるいは寛刑化のいずれ
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かの傾向が進んでいるものとして, (準) 強姦致傷, 現住建造物等放火および覚
せい剤取締法違反 (営利目的輸入) をあげることができる｡ このうち, (準) 強
姦致傷においては重罰化傾向が, 現住建造物等放火においては寛刑化傾向がさ
らに進んでおり, また, 覚せい剤取締法違反 (営利目的輸入) においては期間
後半で重罰化傾向が見られるようになってきている｡ また, ③重罰化傾向ある
いは寛刑化傾向に後退 (｢揺り戻し｣) が見られるものとして, 殺人未遂および
(準) 強制わいせつ致傷をあげることができる｡ 殺人未遂においては, 実刑部分
での重罰化傾向が後退し, その一方で執行猶予での寛刑化傾向がさらに進んで,
全体としては寛刑化傾向が進む結果となっている｡ また, (準) 強制わいせつ致
傷においては, 全体的に重罰化傾向が後退している｡ さらに, ④重罰化あるい
は寛刑化の傾向に期間前半と期間後半で大きな変化がないものとして, 強盗致
傷をあげることができる｡ 強盗致傷においては, 重罰化と寛刑化の双方の傾向
が見られるが, 執行猶予での寛刑化傾向にやや後退が見られるものの, 全体と
して期間前半と期間後半とで大きな変化は見られない｡ 強盗致傷における裁判
員裁判の量刑分布は, 少なくとも現時点で見る限りは, 安定しているといえる｡
なお, 現住建造物等放火において, ｢年以下｣ から上の有期刑上限域あるい
は無期刑で, 期間後半になってわずかながら人員が計上されるようになってき
ている｡ また, 殺人既遂においても, ｢年以下｣ および ｢年以下｣ の人員割
合が期間後半で増加している｡ これらの傾向が, 有期刑の上限付近における重
罰化傾向を表しているのか, 今後の動向に注意をすべきである｡
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図 裁判員裁判における量刑分布の変化 (殺人既遂)
図 裁判員裁判における量刑分布の変化 (殺人未遂)
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
図 裁判員裁判における量刑分布の変化 (傷害致死)
図 裁判員裁判における量刑分布の変化 ((準) 強姦致傷)
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図 裁判員裁判における量刑分布の変化 ((準) 強制わいせつ致傷)
図 裁判員裁判における量刑分布の変化 (強盗致傷)
裁判員裁判による量刑の変化 (小島)()
図 裁判員裁判における量刑分布の変化 (現住建造物等放火)
図 裁判員裁判における量刑分布の変化 (覚せい剤取締法違反 (営利目的輸
入))
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５ おわりに
最高裁はいわゆる寝屋川幼児虐待死事件において, 裁判員裁判におい
ても, 裁判例の集積によって形成される量刑傾向は, 量刑を決定するに
当たっての ｢目安｣ となるのであり, これまでの量刑傾向を視野に入れ
て判断することは, 当該量刑判断のプロセスが適切であったことを担保
する重要な要素になる旨の判断を示した (最高裁第一小法廷平成年７
月日判決
()
)｡ 罪刑の均衡あるいは刑罰の公平性という観点からは, 裁
判員裁判においても, 量刑傾向は ｢尊重｣ されなければならない
()
｡ もっ
とも, その量刑傾向は, ｢目安｣ という言葉が示すとおり, 規範的な拘
束力を持つものではなく, 必ずしもこれに従う必要はない｡ したがって,
一般市民の感覚を量刑に反映させるという制度趣旨からは, 裁判員裁判
においては, 従来の裁判官裁判における量刑傾向の有する ｢目安｣ とし
ての機能は低減することになり, 裁判員裁判の量刑が従来の量刑傾向か
ら一定の範囲で離れることは当然予想され, あるいは, そのようになる
ことが意図されているというべきであり, それと同時に, 裁判員裁判の
相互においても一定の ｢ばらつき｣ が生じることも, 制度的に ｢織り込
み済み｣ であるともいえる
()
｡ 一方, 裁判員裁判による判決が増えるにと
もない, 一般市民の感覚が反映された新たな量刑傾向が形成されていく
ことになる｡ そして, その新たな量刑傾向は, 裁判員裁判において量刑
判断の ｢目安｣ としての機能を回復することになる｡ したがって, 裁判
員制度施行の初期段階における ｢ばらつき｣ は, 一時的には許されるも
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() 解説として, 小池信太郎 ｢裁判員裁判における量刑傾向―最高裁平成
年７月日判決の意義｣ 法律時報巻号 (年) １頁以下, 原田國
男 ｢裁判員裁判の量刑の在り方―最高裁平成年７月日判決をめぐっ
て｣ 刑事法ジャーナル号 (年) 	頁以下｡
() 岡上雅美 ｢刑量の数値化に関する一考察―裁判員制度の下での新たな
量刑？｣ 研修	号 (年) ８頁以下, 原田・前掲注 ()頁以下を参
照｡
() 井田良 ｢量刑をめぐる最近の諸問題｣ 研修号 (年) 	頁｡
のの, 新たな量刑傾向の形成に伴って解消されるべきである
()
｡
現在は, 従来の裁判官裁判における量刑傾向から新たな裁判員裁判に
おける量刑傾向へ移行する過渡期にある｡ したがって, 裁判員裁判にお
ける量刑傾向の変化が, 過渡期における一過性のもので解消されるべき
｢ばらつき｣ であるのか, あるいは, 一般市民の感覚が反映された従来
とは異なる新たな量刑傾向の形成に伴う変化であるのかを見極めなけれ
ばならない｡ そのためにも, 裁判員裁判と裁判官裁判の量刑傾向の相違,
そして, 裁判員裁判の量刑傾向の時間的変化を明らかにする必要がある｡
本稿がそのための情報を十分に提供できたとはいえないが, 本稿におけ
る分析が, 裁判員裁判の量刑傾向を明らかにするための一助となれば幸
いである｡ 裁判員裁判の量刑傾向についてさらなる検討が必要であるこ
とは, いうまでもないであろう｡
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() 小池信太郎 ｢裁判員裁判における量刑評議について―法律専門家とし
ての裁判官の役割｣ 法学研究 (慶應義塾大学) 巻１号 (年) 	
頁
以下を参照｡
